
伯耆町こども計画の一部変更について 

 

１．伯耆町こども計画とは  

本町では、子育て支援の一層の推進を図り、こども・若者の育成支援、貧困対策も含めたこど

もに関わる政策を総合的・一体的に推進するため、こども基本法に基づき、令和７年３月に「伯耆

町こども計画」を策定しました。 

 

２．変更の内容について 

 令和８年４月の機構改革及び乳児等通園支援事業の開始に伴い、以下の２点を変更します。 

 

（１）機構改革に伴う事業担当課の変更 

ア 計画該当ページ P.35、38、39、44、45、54 

イ 変更理由 令和８年４月の機構改革に伴う事業担当課の変更 

［変更内容］ 

事業名 変更前 変更後 

子育て世代包括支援センター 健康対策課 福祉課 

こども家庭センター 健康対策課・福祉課 福祉課 

特定不妊治療費助成 健康対策課 福祉課 

妊婦健診事業 健康対策課 福祉課 

新生児聴覚検査 健康対策課 福祉課 

１か月健診 健康対策課 福祉課 

産後健診 健康対策課 福祉課 

妊婦歯科健康診査 健康対策課 福祉課 

赤ちゃん相談・訪問ケア 健康対策課 福祉課 

妊婦等包括相談支援事業 健康対策課 福祉課 

産後ケア事業 健康対策課 福祉課 

乳児家庭全戸訪問事業 健康対策課 福祉課 

離乳食講習会・幼児食育教室 健康対策課 福祉課 

乳幼児健診事業 健康対策課 福祉課 

にこにこ親子教室 健康対策課 福祉課 

未熟児養育医療助成事業 健康対策課 福祉課 

養育支援訪問事業 健康対策課・福祉課 福祉課 

結婚新生活支援事業 住民課 企画課 
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（２）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の確保方策等の追記 

ア 計画該当ページ P.56、57、59 

イ 変更理由 乳児等のための支援給付の創設に伴い、市町村子ども・子育て支援事業計画に基

本的記載事項（必須記載事項）が追加されたことによるもの 

［主な変更内容］  

① 乳児等通園支援事業を地域子ども・子育て支援事業から教育・保育等の事項へ移行 

② 乳児等のための支援給付に係る教育・保育等を一体的に提供する体制に関する事項を追記 

［具体的な変更箇所］ 

① -1 乳児等通園支援事業の量の見込み並びに提供体制の確保の内容の追記 

P.56 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 

 

 

①-2 乳児等通園支援の量の見込み並びに提供体制の確保の内容の追記 

P.57 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 ２．量の見込み及び確保方策 

 

 

② 乳児等のための支援給付に係る教育・保育等を一体的に提供する体制に関する事項の追記 

P.58 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 ２．量の見込み及び確保方策 ④乳児等

通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

 

② 乳児等のための支援給付に係る教育・保育等を一体的に提供する体制に関する事項の追記 

P.59 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 ２．量の見込み及び確保方策 ④乳児

等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

①-2 乳児等通園支援事業を地域子ども・子育て支援事業から教育・保育等の事項へ移行 

P.57 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 ２．量の見込み及び確保方策 

① -1 乳児等通園支援事業を地域子ども・子育て支援事業から教育・保育等の事項へ移行 

P.56 第５章 第３期子ども・子育て支援事業計画 

地域子ども・子育

て支援事業から

移行しました。 

これに伴い、項目

名を「教育・保育

等」としました。 

教育・保育等を

一体的に提供す

る体制に関する

事項を追記しま

した。 



こども家庭センターの運営状況について 

 

1. こども家庭センターとは 

すべてのこどもや妊産婦、子育て家庭を対象に、母子保健機能と児童福祉機能を一体的に担

う相談支援機関です。令和４年の児童福祉法改正を受け、令和８年４月１日に福祉課子育て支援

室内に設置しました。 

 

２. 主な業務内容 

・妊娠から出産・子育て期にわたる相談支援（母子健康手帳の交付・赤ちゃん訪問・虐待相談等） 

・妊産婦・こどもへの各種健診の実施 

・サポートプランの作成 

・各種事業・サービスの紹介・利用支援（産後ケア事業、養育支援訪問事業等） 

・支援関係機関との調整・連携・会議 

 

３. 職員体制 

役職 人数 

センター長（福祉課長兼務） １人 

統括支援員（正規職員 保健師兼務） １人 

正規職員 保健師 ２人 

正規職員 管理栄養士（健康対策課兼務） １人 

会計年度任用職員 保健師 ３人 

正規職員 事務 ３人 

会計年度任用職員 事務（健康対策課兼務） １人 

 

４．相談体制 

・町内を６エリアに分けて、それぞれの地区担当の保健師を設定し、相談対応をしています。 

・福祉課内に福祉事務所があるため、保健師６人はこども家庭センターに関係する相談以外も対

応しています。（母子父子自立支援に関するもの、福祉課で担う精神保健事業に関するもの、障

がい・生活困窮に関するもの） 

・こどもの課題が複雑化・複合化している中で、上記の幅広い相談対応体制により、多面的に支

援をしています。 

 

５. 相談・支援の実績（令和８年４月～７月） 

相談延件数：６２件 

支援延件数：１４１件 

※各件数は、相談・支援に関する会議が行われた件数を示しています。同じ家庭であっても、こ

ども・大人それぞれに会議を行った場合は、こども１件、大人１件としています。 
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保育所給食調理業務の民間委託について 

 

1．これまでの経緯 

令和７年４月から、ふたば保育所及びあさひ保育所の調理業務を民間事業者に委託していま

す（委託期間は、令和９年３月３１日までの３年間）。現在まで特に問題もなく、安定的で効率的な

給食調理業務の運営ができています。 

 

2．今後の方針 

民間事業者の専門的な知識・技術を活用し、より安全で安心な保育所給食の提供体制を確立

するため、こしき保育所及び溝口保育所についても民間委託に向けて準備を進めます。 

 

3．委託にあたっての基本的な考え方 

・調理は各保育所内の調理室で実施します。 

・献立作成・食材の購入は引き続き町が行います。 

・町の栄養士による栄養面での指導体制を維持します。 

・アレルギー対応・食育・衛生管理・安全対策は引き続き町が責任をもって実施します。 

・保護者の費用負担が増えることはありません。 

 

4．今後のスケジュール 

時期 内容 

令和８年７月 保護者への説明 ※こしき保育所、溝口保育所で実施済み 

令和８年９月～ 公募開始 

令和８年 11 月 公募型プロポーザル方式による業者選定 

令和８年 12 月 委託契約の締結 

令和９年１月～ 業務引き継ぎ 

令和９年４月 業務開始 

 

５．その他 

今回のこしき保育所及び溝口保育所の業務委託期間は令和９年度末までの１年間を予定して

います。これは、すでに民間委託中のふたば保育所及びあさひ保育所の委託期間が令和９年度

末までとなっており、令和１０年度から、町内４保育所の給食調理業務を一括して委託事業者の選

定を行う予定としているためです。 
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放課後児童クラブ運営の民間委託の実施について 

 

１．民間委託に至った背景 

本町の放課後児童クラブは、全職員が会計年度任用職員であり、職員の高齢化や人材確保の

困難が続いています。また、職員の指導・研修体制の強化や事務の効率化も課題となっていまし

た。 

 

２．民間委託の内容 

委託する業務は次のとおりです。業務の「民間委託（公設民営）」であるため、運営上の最終的

な責任は引き続き町が負います。 

町が行う業務 民間事業者に委託する業務 

利用申込み手続き及び利用決定 

利用料・傷害保険料の徴収 

施設の維持管理 

重大事案への対応  

放課後児童クラブの運営業務全般 

（例） 

育成支援、日常業務、保護者・学校との連携 

職員の採用・研修・労務管理 等 

 

３．委託事業者の決定 

令和８年５月に公募型プロポーザル方式による業者選定を行い、委託事業者が決定しました。 

委託事業者名 シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社 

委託期間 令和８年１０月１月～令和１１年３月３１日（２年６か月） 

 

４．現在勤務している職員の継続雇用状況 

委託後も、児童への影響を最小限にするため、現在勤務している職員は優先的に採用してもら

うよう委託事業者に求めています。現在、継続雇用希望の取りまとめが終わり、雇用手続き中で

す。 

 

５．今後の予定 

令和８年９月中 委託事業者による保護者説明会 

令和８年１０月～ 民間委託による運営 
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